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3 1995 550 2002製品事故の発生件数については ２ ５節で述べるが 年には約 件であったが、 ． 、
年には 件を超えており、その後も増加傾向を示している。1,700
『事故情報収集制度報告書 事故動向解析編（平成 年度 ，製品評価技術基盤機構，4 14 ）』
2004 pp.37-38，
この事故集計解析では、 年から 年までの事故件数中にみる消費者の誤使用又は1999 2002





製品安全、すなわち、消費者 が製品 事故によって危害を被ることを防止するための1 2
対応は、特定の事故や危険状態を想定した再発防止に力点がおかれていた。そのため、同
じ事故や予め想定されてた事故に対しては、徹底的に原因を究明し、再発防止の対策が講





経済産業省による 年までの製品事故集計では、毎年 ％を超える消費者の誤使用2002 40
・不注意事故が報告されている 。製造物責任法上は、警告表示自体がなかったり、不十4


























2000 p.148 安全に関する緊急特別委員会報告 『安全学の構築に向けて ，日本学術会議， ，， 』
OECD 1983 Paris9 ， ， ，Product Safety - Risk management and cost-benefit analysis
， ，10 National Research Council Risk Assessment in the Federal Government Managing the Progress：










た 。米国の科学研究評議会（ ）も 年に環境リスクを主対象9 National Research Council 1983
としたリスクアセスメントの枠組みを示している 。これらの動向は徐々に他の分野にも10
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1983　　　 National Research Council ﾘｽｸｱｾｽﾒﾝﾄ ｶﾞｲﾄﾞ








Jan M. Döderlein Understanding Risk Management Vol.3 No.1 1983 pp.17-2112 ，“ ”， ， ， ， ，Risk Analysis
“ ” ， ， ，13 Chauncey Starr Risk management, assessment, and acceptability Vol.5 No.2， Risk Analysis
1985 pp.97-102，
OECD 1983 op.cit.,14 （ ，）
ISO/IEC Guide 51 International15 ， ，Guidelines for the inclusion of safety aspects in standards


























メント（改訂増補版 ，同文舘， ， 。しかし、本研究における安全を目的とし）』 ）2001 pp.41-50
たリスクマネジメント議論においては、損失補填のためのリスクファイナンスを予め基本プ







































































































































































」 、 「 」 。 、任情報 と 企業の自主的な努力による 社会的責任情報 があることを述べる ここで
「製品安全」自体の社会的責任性を日本経済団体連合会による「企業行動憲章(2004)」な
どから述べ、また、企業間の製品安全のための関連取り組みなどから考察する。続いて、
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， 』 。1 1998広辞苑（新村出編 『広辞苑 第五版 ，岩波書店， ）には「安らかで危険のないこと
物事が損傷したり、危害を受けたりするおそれのないこと 」などが示される。角川国語辞。
典（久松潜一、佐藤謙三編 『角川 国語辞典 新版 ，角川書店， ）には「やすらかで、， 』 1974
A. S. Hornby Jonathanあぶなくないこと などが示される また オックスフォード辞典」 。 、 （ ，
， ， ， ）には‘ ’Crother Oxford University Press 1995 safetyOxford Advanced Learner's Dictionary
に「 」などが示される。the state of not being dangerous
2 1993 pp.27-39辛島恵美子 『安全学索隠－安全の意味と組織 ，八千代出版， ，， 』
酒井（酒井亮二 「予防医学リスクマネージメント学の創設 『安全医学 ， ， ）で3 2004 p.4， 」， 』
は、選択した安全な方針に対して疑いなき信頼を寄せられれば得られる心境と示される。






険ではなく、現実に又は認知された危険から乖離したものである 」等と示されている 。。 1
危害の発生のない、無傷である状態と一般的に理解されていると考えられる。しかし、安
全という言葉は、単に火災、爆発等の災害のないことや、人への危害発生のない状態を示















































6 Vol.37 No.4 2000 pp.171-177小林英男 「リスクベースの工学／技術 『材料科学 ， ， ， ，， 」， 』
小林英男 「安全と技術社会の繁栄を担うリスクマネジメント 『安全文化研究所編 安全7 ， 」，
























あるが 「危険」には成功と失敗の両方の結果の可能性を含んでいる。すなわち 「危険」、 、
の認識が将来の見通しに対する警告を意図し、その認識が安全対応の出発点であるとも言
える。
辛島は 「安全」に対峙する言葉としては、字義的には「害毒 「破滅 「遇害」など、 」、 」、
が正確であるという。しかし 「害毒」等の表現の方が字義的に正確であったとしても、、
本考察では製品の安全問題に言及することを目的としているため 「害毒」等の表現は展、



















、 「 」 「 」 。 、能でない水準が 一義的には 安全 に対峙する概念である 危険 に相当する しかし








































年に日本学術会議は 安全学の構築に向けて と題する提言を行い その中で 安2000 、「 」 、 「
全に関する活動は、安全工学が成熟するにつれてソフト型の安全確保に、そして最終的に
は支援プログラムの重視へ関心の焦点が移行する」として、安全工学を安全実現に大きな









11 http://wwwsoc.nii.ac.jp/jsse3/info/study.html 2005安全工学会ホームページ（ ，）
安全工学会による学術雑誌「安全工学」は、その創刊号( 年)から ( )まで12 1962 Vol.38 1999
の間に「製品安全」及び「消費者の安全」に関する論文や記事は、全 中 件であり、2810 4
製造物責任観点での論議であった。一般消費者が使用しうる製品に関する論文等には、防護
用品に関するものや家庭で利用しうる化学物質のハザードに関するものは別途存在する。
鈴木和幸 「品質管理とヒューマンファクター 未然防止への基本的考え方 『品質管13 - -， 」，




























Occupational health14 ＯＨＳＡＳ（ ）Occupational Health and Safety Assessment Series 18001
British Standards Institution 1999 Londonand safety, Management systems - Specification， ， ，
ＯＨＳＡＳは、英国規格（ ； ）を発展させた国際的なマネジメントシステムBS 8800 1996
であり、労働安全に関わるリスクを組織のシステムに組み込んで効果的なリスク管理を実
行していこうというものである。 （品質保証 、 （環境保保全）に次ぐISO 9001 ISO 14001）
第三の国際的なマネジメントシステムとして、国際的に注目されている。


























16 1300 http://www2.scj.go.日本学術会議の学術団体検索リストには を超える学会が存在する（
）jp/
安全に関する緊急特別会議報告（ ，前掲書， ）の「 安全学の構築に向けて」に17 2000 p.20 11.
おいても 「安全」については様々な分野と立場がありとしており、それぞれの立場からリ、
スクの低減活動には各々効果をあげていると述べている。
18 1998村上陽一郎 『安全学 ，青土社，， 』
19 Vol.12,辛島恵美子 安全学の発想とリスク概念の展開について 日本リスク研究学会誌，「 」， ，





、 、 、 、 、 、 、 、 、 、 、は 教育学 社会学 法律学 政治学 経済学 商学・経営学 理学 工学 農学 医学




















氏田博士 「ヒューマンエラーと安全設計 『品質管理 （財）日本科学技術連盟， ，20 ， 」， 』， Vol.52
































































































































， ” ，23 Kloman H. Felix Kloman Risk management agonistes , Vol.10, No.2 1990（ “ ， ，Risk Analysis
pp.201-205 Gllagher Russell B. Gallagher Risk Management New)は による保険関係の論文 ：、 （ ，“














学際的な展望のもとで取り扱おうとするリスク分析学会（ ）The Society for Risk Analysis
が設立された。さらに、 年には、この学会からの学会誌として が創刊1981 Risk Analysis
され、リスク認知、確率論的リスク解析技術に始まる基礎研究、さらには、健康、安全、
環境、エネルギー、災害、化学物質、運輸・交通、政策意思決定、食品等の分野における
。 、 、リスク研究がとり扱われるようになった その後も このリスク研究の流れは拡大し続け
年にはヨーロッパの ヶ国によって が発足、 年には日本リスク研1986 12 SRA-Europe 1988
究学会（ ）が発足した。The Society for Risk Analysis Japan-section
リスク関連の用語が初めて研究論文に登場したのは、 年に米国で用いられたリス1956
クマネジメント（ ）という言葉であるという 。また、リスク関連研究のRisk management 23
学会誌の創刊に関しても 年代に保険関係の学会誌が創刊されていることから考える1970





24 Vol.5 No.中村（中村林二郎 「安全工学から見たリスク学 『日本リスク研究学会誌 ， ，， 」， 』




Vol.13 No.2 2001 pp.34-43礎 『日本リスク研究学会誌 ， ， ， ，」， 』
26 Vol.佐成（左成重範 「リスク学における「安全性」の概念 『日本リスク研究学会誌 ，， 」， 』
， ， ， ）は、その論文の中で「安全性の概念は、リスク学の各論におい4 No.1 1992 pp.112-114
ても確立されていない」としている。
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（H. Felix Kloman，“Risk management agonistes”，Risk Analysis, Vol.10, No.2，1990などから作成）
1956（米）Risk managementの表現が初めて公け文書で登場
　　　　Russell B. Gallagher，“Risk Management：New Phase of Cost 　　
　　　Control”，Harvard business Review，Vol.34，No.5，1956
1975（米）保険ＲＭ雑誌“ Risk Management” 創刊；リスク保険管理協会　　
　　　　(Risk and Insurance Management Society RIMS
1976（欧）保険ＲＭ雑誌“ The Management of Risk and Insurance” 創刊；　
　　　ジュネーブ協会（The Geneva Association）
1979（日）雑誌『危険と管理』創刊；日本リスクマネジメント学会
1981（米）技術、健康、環境、安全リスク研究雑誌“ Risk Analysis” 創刊；
　　　　Society for Risk Analysis
1986（米）保険ＲＭ雑誌“ The Journal of Risk and Insurance” 創刊；リス
　　　　ク管理協会(Institute of Risk Management，1986)












保険数理分 技術 確率論的リ リスクの経 リスクの心 リスクの社 リスクの文
析 疫学 スク分析 済学 理学 会理論 化理論
ベース単 期待値 モデルの価 合成された 期待効用 主観的期待 知覚された 共有する価
位 値 期待値 効用 公平＆能力 値
優勢な方 外挿 経験 ｲﾍﾝﾞﾄ･ﾌｫｰﾙ ﾘｽｸ･ﾍﾞﾈﾌｨｯ計量心理学 調査 ｸﾞﾘｯﾄﾞ･ｸﾞﾙ
法 ﾄﾂﾘｰ ﾄ分析 ｰﾌﾟ分析
健康調査 構造分析
リスク概 普遍的 健康＆環境 安全 普遍的 個人的知覚 社会的関心 文化ｸﾗｽﾀｰ
念のスコ
ープ 一面的 一面 一面 一面 多面的 多面 多面
基本的問 空間、時間、脈絡の平均化 優先集団 社会的相対主義
題エリア
予測能力 人への転写 共通モード 公分母 社会的関連 複雑性 経験的な妥
の失敗 当性
介入変数
主な応用 保険 健康 安全工学 意思決定 政策決定と規制／
／ 紛争解決（調停）／
環境保護 リスクコミュニケーション
手段的機 リスクの 初期警告 資源の配置 個人的なア 衡平・公正 文化的ｱｲﾃﾞ




能 アセスメント （不確実性との対抗） 政治的正統性
図2.4 辛島がO.Renn(1992)を若干修正して作成したリスクの統合概念
（出典；辛島恵美子 「安全学の発想とリスク概念の展開について ，日本リスク研究学会誌，， 」












りうるということである。しかし 「製品安全」の達成には 「安全」の定義が示すよう、 、
に、危害リスクを許容可能な水準に抑えることが目的とされる。この目的達成には工学的
なアプローチも必要であるが、消費者の側からのアプローチも必要であるため、この場合

















年から より刊行された ，26 1973 Bureaue of National Affairs Product Safety & Liability Reporter
年から より刊行された などが1979 Commerce Clearing House Consumer Product Safety Guide
ある。
， ， ， や、 ，27 OECD 1983 Paris OECDProduct Safety - Risk management and cost-benefit analysis
， ， などがある。Product Safety - Measures to protect children 1984 Paris










言葉は、 の訳であり、原語自体は、米国において 年に制定された消費Product Safety 1972
者製品安全法（ ）後に刊行された の表現を使用Consumer Product Safety Act Product Safety
した米国の関連書籍等で用いられている 。また、欧州においても、ＯＥＣＤにおける26
ガイドなどが 年代を中心として発表されている 。Product Safety 1980 27
我が国では、製造物責任法の導入時（ 年代）に、製造物責任防止策や予防対策論1990
議の過程で「 ＝製品安全対策」との観点で論議が交わされた 。しかし、そProduct Safety 28
の後も 「製品安全（ 」や「 （製品安全対策 」のように原語の訳である表記を行い、 ） ）PS PS
ながら用いられており、まだ一般的な言葉として十分浸透しているわけではない 。29
では 「製品安全」とは、どのように定義されているのであろうか。米国の消費者製品、
安全法（ ）では、法の第２条( )に法の目的として以下のような記述がある。1972 b





この定義の( )及び( )は、国としての安全対策の具体例としての意思決定方策、すなわ2 3
ち安全規制や安全基準などのリスクコントロール手段について示している。( )は、再発4






的であり、製品安全の本質論がここにある 「誰に」とは、まさに「消費者」である 「ど。 。
のような危険」については 「不合理な危害リスク」が対応する。さらに 「危害リスク」、 、
に関しては、同法第 条で「死亡、傷害なリスク、若しくは重大又は多頻度に発生する疾3

































































































制定 年 年 年1972 2002 1973















企業に求められる ・基準適合義務 ・安全な製品のみを供給 ・基準適合義務
義務 ・自己証明 （安全要件への適合） ・届け出
・記録の保管 ・消費者への情報の提供 ・自主検査
・危険の報告 ・行政への通知 ・表示





行政府の権限・責 ・危害情報の収集・分析 ・ＥＵ委員会に指令の運 ・安全基準の作成



































は、 年に生まれ、ニューヨーク大学航空学科を卒業し、プラント設計、31 Willie Hammer 1937
Handbook of System and航空宇宙産業分野のシステム安全技術者として活躍した。その後、
( )， ， )などの製品安全関Product Safety Product Safety Management and Engineering1972 1980
連の工学的なシステム研究の書籍を書いている。



























、 、 、製品の安全設計とは 設計者だけの問題ではなく 経営上の基本課題として位置づけさせ





























あるＰＬＤ（ ）すなわち「製造物責任防衛」が付加された概念でProduct Liability Defense
34 2004 pp.亀井利明，上田和勇，亀井克之 『基本リスクマネジメント用語辞典 ，同文舘， ，， 』
「製品安全管理（越山執筆 」77-78， ）
35 1975 pp.1-2水野滋 『製品責任予防計画 ，日科技連， ，， 』
36 1992 p.36吉村純郎 『ＰＬＰ：製造物責任予防対策の実際 ，中央経済社， ，， 』
羽成守，島田公一，青木荘太郎 『ハンドブック製造物責任対策（ＰＬＤ）－賠償請求と37 ，
1996 pp.5-8クレームの実務対策－ ，ぎょうせい， ，』
家電製品協会技術関連委員会 ワーキンググループ 『 － （製品安38 PS The Product Safety PS，




Risk Management Product Lossこのような対応を行うための社内プログラムを米国では、 、
などとも言われていた 。Control Program 35
まず、この製造物責任法論議下において議論されていた「製品安全」とは、どのような













ンググループによるガイドブックには 「製品安全」の定義を次のように示している 。、 38






























我が国の消費生活用製品安全法（ 年）では 「消費生活用製品」を「主として一般消40 1973 、
費の生活の用に供される製品」のような定義があるだけである。
41 JIS Q9001 2000 ISO 9001， 』 ，『品質マネジメントシステム－要求事項 ，日本工業規格， （＝
















変換する互いに関連し合うプロセスの結果（産物 」と定義しており、製品の中には 「サ） 、












， ， ，42 ISO International Classification for standards International Organization for Standardization
， （ 。このＩＣＳのもと、 を超Geneva 2000 http://www.iso.ch/iso/en/ISOOnline.frontpage 12,000）













ICS International Classification for図２．５は、標準化のための国際商品分類である (
)にであり、 の小分類の下に を超える国際標準が設けられている 。こstandars 895 10,000 42
の分類中では、一般消費者用製品は、一部他の大分類中には含まれるものがあるが、原則
40 97 Domestic and commercial equipment,として ある大分類中の最後の「家庭・娯楽（





















































































）」 。 、 。entertaiment,sports 895 99が対応している 小分類としては の小分類中の に過ぎない
上図の中文類中に「機械安全」がある。機械安全の分野には、手指等の傷害を防止する
ための様々なリスクコントロールのためのソリューションがあり、消費者用製品の安全問


















































、「 」 。 「 」 、 、本稿では 対人危害 のみを対象としている ここでいう 人 とは 消費者であり
必ずしも製品の使用者だけを意図しているのではなく、接するだけの人も含む。なお、消



















Safety aspects - Guidelines forする標準化ガイドである ガイド （ ，ISO 50 ISO/IEC Guide 50
child safety Safety of， ， ， ）、 （ ，ISO 2001 Geneva ISO ISO 14121及び機械の安全に関する 指針
， ， ， ）を参考として作成した。machinery - Principles of risk assessment ISO 1999 Geneva
危害リスクの発生源となるハザードと結果的に発生する危害例
①機械的ハザード（ ）Mechanical hazards




・突き出しによる傷害のハザード（ ）Laceration hazard from protrusions
危害例．くぎなどの頭への衝突による傷害、衣服の引っ掛かりによる首吊りなど




・誤飲の窒息のハザード（ ）Choking Hazards from small objects
危害例．乳幼児の誤飲による窒息、内臓障害など
・不通気性のハザード（ ）Hazards from nin-permeable enclosures
危害例．ビニール製のレジ袋を被っての窒息、トランクへの閉じこめによる窒息
など
・不十分な安定性のハザード（ ）Hazards from inadequate stability
危害例．熱湯の入ったポットの転倒によるやけど、電気スタンドに触れての転倒
による火災など







・稼働・回転部のハザード（ ）Hazards from moving and rotating objects
危害例．自転車等の乗り物との衝突による死亡、扇風機に指を入れての切断など






・吸引のハザード（ ）Hazards from suction
危害例．ジェットバスによる髪の毛吸引での溺死、プールの吸水口での溺死など
②温度のハザード（ ）Thermal hazards








・高温及び低温液体のハザード（ ）Hazards from hot and cold surfaces
危害例．高温の飲料やポットの転倒などによるやけど、熱湯の浴槽や低温状態の
冬のプールへの転落によるやけどや心臓発作など
・炎のハザード（ ）Hazards from open flames
危害例．ろうそくの炎でのやけどや転倒による火災によるやけど、巻きストーブ
やキャンプファイヤーの炎の風などによる延焼によるやけどなど
・溶融性のハザード（ ）Hazards from melting behaviour
危害例．ろうそくのろうが垂れてのやけど、ナイロン製のテント生地の燃焼によ
る溶融でのやけどなど





⑤電気ショックのハザード（ ）Electric shock hazards
・感電のハザード（ ）Electrification hazards
危害例．露出した感電部位への接触や導電体を介しての感電など
・静電気のハザード（ ）Static electricity hazards
危害例．ドアノブなどに触れての感電など
⑥放射線のハザード（ ）Radiation hazards
・イオンの放射（ ）Hazards from ionizing radiation
危害例．放射線区域への立ち入りやラドンガスの発生地域での生活などでの生体
へ影響など
・紫外線の放射（ ）Hazards from ultraviolet radiation
危害例．夏の浜辺やスキー場などの強い紫外線下での皮膚障害など

































































の考え方として「予防原則（ 」がある。この考え方は 「環境と開発precautionary principle） 、
に関すリオ宣言( )」すなわち「アジェンダ 」において宣言されたものである。1992 21
子ども玩具に、可塑剤としてフタル酸エステルを用いたポリ塩化ビニル材料を使用すべき
でないとの論議がその一例である。健康への影響は科学的に証明されていないが、欧州のＥ










































( )， ， 。紀元前 年前後のハムラビ法典には、人への傷害43 W. Hammer 1980 op.cit. pp.3-15 1750
に対する責任と罪科について示されており、紀元前 年前後の旧約聖書には故意でない傷200
害の罪科について記されているとしている。




任 ，日科技連， ， ）』 1991 pp.29-60

























48 EU Council Directive 85/374/EEC of 25 July 1985 on the Approximation of the Laws,
Regulations and Administrative Provisions of the Member States Concerning Liability for
Defective Products No.210 1985.8.7， ， ，Official Journal of the European Communities
英国では 年に、オランダでは 年に、それぞれ関係法令中に製造物責任規定を盛49 1988 1990
り込む法改正が行われた。また、ドイツでは 年、フランスでは 年にそれぞれ製造1989 1998
物責任法が制定された。
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50 1992 pp.136-139高橋 眞 『安全配慮義務の研究 ，成分堂， 年，， 』
朝見行弘 「製造物責任法の枠組みと課題 『日本リスク研究学会誌 ， ， ， ，51 Vol.7 No.7 pp.7-13， 」， 』
1995
52 EU Council Directive op.cit. No.210 1985.8.7， ， ，


























陥かどうかの判断基準には、標準逸脱基準（ 、消費者期待基deviation from the norm test）
日科技連ＰＬ編集委員会編 『企業と製造物責任 ，日科技連， ， 。並びに小54 1991 pp.36-51， 』






準（ 、危険効用基準（ 、バーガー基準（ ）なconsumer expectation risk-utility test Barker test） ）
どがある 。54
55 1986 p-21宮武和也 『消費者保護法の研究 ，学芸書林， ，， 』



























品・薬品法が制定された。次に、 年の大恐慌時に代表される第二期であり、 年1929 1929
発行の商品テスト誌のベストセラー化を発端とした意識の向上を背景とし、ニューディー
ル政策への消費者保護メッセージ、消費者助言委員会の任命、化粧品法（ ）の制定で1938






60 EU Council Resolution 85/C136/01 of 7 May 1985 on a New Approarch to Technical
Harmonization and Standards No.136 1985.6.4， ， ，Official Journal of the European Communities
Official61 EU Council Directive 92/59/EEC of 29 June 1992 on General Product Safety，














（ 」 と、それ以外の製品に対する安全確保を目的とした「製品の一般安全性に関1985） 60
する指令（ 」 を公布し、一般消費者用製品を含めた全ての製品に対する安全を目1992） 61
的とした法律が規制法として位置づけられる。下図は、その概要図である。いずれも製品
























・安全を求める権利（ ）the right to safety
・選択する権利（ ）the right to choose
・知らされる権利（ ）the right to be informed
・意見反映の権利（ ）the right to be heard
我が国においても、 年に消費者保護基本法が制定され、消費者の利益の擁護及び1968
増進のためには、消費者自身も自ら進んで消費生活に関する必要な知識を修得し、自主的
62 1986 pp.21-24宮武和也（ ，前掲書，）
「東京都生活物資等の危害防止、表示等の事業行為の適正化及び消費者被害救済に関する63
条例 ， 。この条例は 年に「東京都消費生活条例」に改正され、その際に第 項」 1975 1994 3
に不適正な取引行為を行わせない権利が加筆、第 項が新設にされている。6
ホームページ「主婦連合会の歩み（ 」及びホームページ64 http://www.shufuren.gr.jp/07ayumi/）













）は、さらに４つの権利を追加し、活動スローガンとしている 。Consumers International 64
・安全への権利（ ）the right to safety
・情報を与えられる権利（ ）the right to be informed
・選択する権利（ ）the right to choose
・意見を聴かれる権利（ ）the right to be heard
・救済の権利（ ）the right to redress
・消費者教育の権利（ ）the right to consumer education
・健康的な環境への権利（ ）the right to healthy & sustainable environment
・最低限の商品とサービスへの権利（ ）the right to the basic goods and service



















区 分 法 令
（ ）、 （ ）｛ （ ）｝、権利・責任に関する法 民法 消費者保護基本法 消費者基本法1896 1968 2004
製造物責任法（ ）1994
規制法関係 食品衛生法（ 、工業標準化法（ 、毒物及び劇物取1947 1949） ）
締法（ 、道路運送車両法（ 、薬事法（ 、電気1950 1951 1960） ） ）
用品取締法（ 、家庭用品品質表示法（ 、不当景品1961 1961） ）
（ ）、 （ ）、類及び不当表示防止法 消費生活用製品安全法1962 1973
有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律（ ．1973）、．
その他 消費者契約法（ 、特定商取引に関する法（ ．1937 1976） ）、．
次に、我が国における製品事故の実態について整理する。下図が消費者用製品の事故件
数の推移である。製造物責任法の制定翌年（施行年)である 年（下図の平成 年度）1995 7
図2-7 消費者用製品の事故件数
（ ，「 」， ）出典；独立行政法人 製品評価技術基盤機構 平成１５年度事故情報収集制度報告書 2004/11/15
65 2004 2004 p.44国民生活センター 『消費生活年報 ，国民生活センター， ，， 』
66 p.46国民生活センター，同上書，
67 1 Vol.山口正久 「ＰＬ訴訟のこの 年 国内裁判所の最近の動向 『標準化と品質管理 ，， 」， 』
57 No.12 2002 pp.34-41， ， ，
同報告で山口は、次のように述べている。米国ではＰＬ訴訟の約半数が警告表示上の欠陥
を主張する裁判であるが、我が国では、訴訟自体がほとんどなく、裁判所でその欠陥が認め
られるケースも極めてまれであった。しかし、 年から 年の２年間に集結したＰＬ2003 2004
訴訟計 件の内 件が警告表示上の欠陥を拠り所としたものであったことから、企業の説23 8
明責任論議を背景に、近年著しく警告表示に関する訴訟が増えてきている点が特徴である。
越山健彦 「製品安全のためのリスクコミュニケーション 『日本リスク研究学会第 回68 16， 」，




も 年を境にそれまでの相談件数が 件以下から 件を超えるようになってき1995 5,000 7,000
ている 。また、同センターによる危害発生商品分類上は、食品、健康・福祉サービス、65
保健衛生品が上位を占めている 。また、ＰＬ訴訟に関しては、 年の施行後 年66 1995 2004
までの総件数は 件を満たない状況であり、近年の特徴としては警告表示上の欠陥を問60
うケースが増えてきている 。67
また、リコールの発生状況は、下図のとおりである 。 年前後から増加傾向にある68 1999
ように見えるが、医薬品関係はリコールの届け出制度自体が 年に発足したものであ1997
図2.8 リコールの発生状況
（ （ ） 、自動車は国土交通省ホームページ からhttp://www.mlit.go.jp/kisha/kisha02/kisha.html
医薬品等（医薬品、医薬部外品、化粧品及び医療用具）は厚生労働省から聴取、ＭＥ












































































ワン松子 「消費者のために製造業者に求められる商品情報 『日本リスク研究学会誌 ，71 ， 」， 』
， ， ， 。新井克 「ＰＬ法の施行とコミュニケーションの課題 『日Vol.6 No.1 1994 pp.37-42 ， 」，
本リスク研究学会誌 ， ， ， ， などが製造物責任法制定当時の警告表』 Vol.7 No.1 1994 pp.14-20
示議論の一例である。
通商産業省表示・取扱説明書適正化委員会による『消費生活用製品の取扱説明書等のあり72




















ＷＴＯとは、多角的貿易交渉の結果を実施する交際機関として 年 月に設立された73 1995 10
国際貿易機関（ ）をいい、この設立協定が一般にＷＴＯ協定といわWorld Trade Organization












1998 10 3 31合化の推進を目的として、 年に規制緩和推進３カ年計画（閣議決定平成 年 月
日）が打ち出され、 分野 の対象項目の規制見直し・緩和が図られた 。 年の電16 84 199974




















製造物責任論議によって 製造・供給業者による不合理な危害リスクの主原因である 欠、 「
陥」の概念が議論され、設計、製造及び表示上の欠陥のような基本的な欠陥の理解が一般








































































。 ｛ ． ． ｝とする ２ ３ ３節
⑬「製品」の定義には 「素材製品 「サービス 「ソフトウェア」及び「ハードウェ、 」、 」、
ア」が含まれるが、本稿では 「サービス」及び「ソフトウェア」は検討の対象とは、
せず、また 「素材製品」についても一般消費者が購入したり、使用しないものは含、
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3 ISO/IEC Guide 51 International， ，Safety aspects - Guidelines for their inclusion in standards
Organization for Standardization 1999 Geneva， ，
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３．１．２ 我が国における意識転換の状況
国際的な工業標準化の世界では、その基礎となる において、安全にISO/IEC Guide 51
対する基本理念を 年に‘ ’から‘ ’に改めている 。では、1991 level of safety tolerable risk 3
我が国におけるリスク概念及びリスクマネジメントの導入状況は、どうであろうか。
上述の日本学術会議による提言に前後して、安全分野に徐々にリスク概念が現れてきて







考え方 、 年に労働省（現厚生労働省）による「労働安全衛生マネジメントシステム」 1999













とは、 （危害分析・必須管理点管理）の略4 HACCP Hazard Analysis and Critical Control Point
称であり、 ロケット乗員用の食品への無菌化製造管理手法として発展したものであり、NASA
食中毒等の食品リスクの源泉となるハザード段階から管理するマネジメントシステムである。
。我が国では、 年に食品衛生法第 条「総合衛生管理製造過程」として義務化を行った1995 7
薬事法（ 年法律第 号）は、 年 月 日公布の改正により、医療用具製造業5 1960 145 2002 7 31
者に対して、リスクマネジメントを用いた製造・品質管理を義務化し、 年 月から施2005 4
行している。詳細は 「医療機器及び品質管理の基準に関する省令厚生労働省令第 号、 169
2004 12 17 26 5 6 Good Manufacturing Practice（ ）」 。 、年 月 日 第 条 項及び 項に示される ＧＭＰは
Medical devices - Quality management systems - Requirements forの略称であり、ISO 13485
， ， を準用している。regulatory purposes 2003 Geneva
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表3.1 我が国におけるリスク概念の導入例
食品安全 個別安全基準への適合義務 → 年 自主的なマネジメントシステ1995
の導入ム（ )HACCEP 4
家庭用化学製品 既存基準への適合義務 → 年 自主的リスク管理ガイドの導1997
入
産業機械 の適合 → 年 自主的なマネジメントシステ安全 個別安全基準へ 1999
ムである労働安全衛生リスク
アセスメントの指針の導入
医療器具 （関連規格なし） → 年 リスクマネジメントプロセ2000
ス規格( )の導入JIS Q14971
危機対応指針 危機管理システム → 年 リスクマネジメントシステム2001
( ) ( )への改正JIS TR 0001 JIS Q 2001
原子力安全 「絶対安全」 → 年 「システムにはリスクが伴2001
う （原子力白書）」
薬事法 自主的品質保証体制 → 年 リスクマネジメントシステム2002
5の導入（ＧＭＰ）
製品安全 個別安全基準の利用 → 2003年 リスク管理ガイドの公表
参考 ‘ ’ → 年 ‘ ’ISO/IEC Guide 51 level of safety 1999 tolerable risk
（筆者作成）
6 1993 pp.101-102辛島（ ，前掲書，）
7 Lowrance 1976 op.cit. p.8( ， ，）
8 2001 pp.25-26亀井利明 『危機管理とリスクマネジメント－改訂増補版－ ，同文舘， ，， 』
後藤和廣 「リスクは利益の源か？：変貌するリスクの概念とリスクマネジメント 『第４9 ， 」，














リスクの定義に関しては 保険的対応を主眼としたリスクマネジメントの分野では 損、 、「
失発生の可能性 「損失の危険 「損失の確率 「潜在的損失 「実際の損失と予想し」、 」、 」、 」、
た損失の変動 「不確実性」などがあり、リスクマネジメント論の亀井教授の定義は「事」、
故発生の可能性」である 。また、すでに廃止されているが、 ： 危機管理8 JIS Q0001 1998





しかし、近年の議論では、金融、財務リスク管理の分野から「 」のみならloss only risk






Trevore A. Kletz Butterworth 199010 ， ， ，Critical Aspects of Safety and Loss Prevention
辛島恵美子 「安全学の発想とリスク概念の展開について ，日本リスク研究学会誌， ，11 ， 」 Vol.12














2001 pp.29-3112 亀井（ ，前掲書，）
2003 pp.3-413 後藤和廣 『早稲田大学ビジネススクール資料 リスクマネジメント論 ， ，， 』
，14 ISO/IEC Guide 73 Risk management - Vocabulary - Guidelines for use in standards
International Organization for Standardization 2002 Geneva， ，
ISO/IEC Guide 51 International15 Safety aspects - Guidelines for their inclusion in standards，
Organization for Standardization 1999 Geneva， ，
， ，“ ”，16 Chauncey Starr Chris Whipple A perspective on health and safety risk analysis
Management Science Vol.30 No.4 1984 pp.452-463， ， ， ，
池田三郎「廃棄物問題とリスク分析－基本理念と方法 ，日本リスク研究学会誌， ，17 」 No.4
Vol.1 1992 pp.9-18， ，
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３．２．２ 本稿で扱う「リスク」概念
リスクは、損失のみを発生させる（ ）すなわち純粋リスク（ ）の側loss only risk pure risk
面と、損害又は利益のいずれかを発生させる（ ）すなわち投機的リスクloss or gain risk
（ ）の側面に分類できる 。後者のリスクに関しては 「利益の発生する可speculative risk 12 、
能性」も含まれるポジテチィブな側面があるとする考え方であり、リスクマネジメントの
対象領域が拡大されると共に現れてきた概念である 。そのため、 年に発表されたリ13 2002
ISO combination of the probability of an eventスクマネジメントに関する国際標準 では（ ） 、‘
’ 「 」 、and its consequence すなわち 事象の発生可能性とその結果との組合せ とされており
さらに注釈であえて「一般に好ましくない（negative）な側面にのみに使用する」とされ
combination of the probability of occurrenceた また 安全に関する国際標準においては14。 、 、‘



























Mitigation Pre-リスクへの対応戦略 様々；例えば保険 軽減( )、予防(









Chauncey Starr Chris Whipple A perspective on health and safety risk analysis Management（出典； ， ，“ ”，




以上のことから 本稿でいう リスク とは 消費者への危害の発生可能性と結果 影、 「 」 、「 （
響）の程度との組合せであり、マイナスの側面しかないもの」と定義する。
Lowrance 1976 op.cit. p.818 （ ， ，）
1998 pp.191-19419 村上（ ，）
2001 p.2720 亀井（ ，前掲書，）

























。 、 、どの理由で急に降りかかる製品事故の発生可能性である しかし 製品事故の発生原因は
製品欠陥だけではなく、消費者自身の誤使用や監督者の不注意などによる場合もある。図
３．１が事故情報収集制度による原因別件数であり、設計、製造及び表示上の結果による
（ ） （ ） 。 、事故件数 全体の ％ に次いで誤使用等による事故件数 ％ がある さらに44.1 30.9











（出典； 平成 年度事故情報収集制度報告書 ，製品『 』15
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17 30 1524 「原子炉設置許可処分無効確認等請求事件 平成 年５月 日 第一小法廷判決平成















（ ） （ ） 、 、probability severityと大きさ の積で表されるなら ゼロリスクとはいずれもがゼロ
























2001 pp.3-726 亀井（ ，前掲書，）
Harvard business27 Russell B. Gallagher Risk Management New Phase of Cost Control， ”“ ： ，
Vol 34 No.5 1956 pp.75-86Review， ， ， ，
H. Felix Kloman Risk management agonistes , Vol.10, No.2 1990 pp.17-2128 ， ”“ ， ， ，Risk Analysis
http://www.29 日本原子力技術協会によるホームページ「原子力施設情報公開ライブラリー（
」においても、次のように示される。米国における原子力安全の分野においては、nucia.jp/）


























( )であり 、リスクに対する考え方が大きく進化したといわれる 。社会的に貢献度1975 29 30
が高いが、原子力発電という多大な損害リスクが考えられる新しい技術の導入時に、保険
上田和勇 『企業価値創造型リスクマネジメント －その概念と事例－［第２版 ，白桃31 ， ］』
2005 pp.32-50書房， ，
































氏田博士 「ヒューマンエラーと安全設計 『品質管理 （財）日本科学技術連盟， ，33 Vol.52， 」， 』，


















亀井利明，上田和勇，亀井克之 『基本リスクマネジメント用語辞典 ，同文舘， ，pp.34 2004， 』
161-162，























分野 関係分野 関係者 短所（特質）
マクロリスク 環境リスク、核リスク 社会学者、政治家等 社会的な費用便益効果の検討が進
んでいるが、一般には縁遠い存在
である。
金融リスク デリバティブ、リスク 銀行、金融関係者 通貨と金利にフォーカスを絞りす
ヘッジ ぎ。




（ ， ，36 ISO/IEC Guide 73 2002 op.cit.）
池田三郎 「化学物質リスクアセスメントの基礎( ) リスクアセスメント、リスクマネジ37 ， 1
」 ，メントとリスクコミュニケーションの基礎 ，日本リスク研究学会誌， ， ，Vol.13 No.1 2001
pp.34-43
Risk Assessment in theこの図は 米国科学研究評議会による報告、 （ ，National Research Council





． 、 （ ） 。図３ ４が ガイド に示されるリスクマネジメントの概観図であるISO/IEC 73 2002 36
すなわち、分析・評価を行うリスクアセスメントを行い、特定されたリスクに対するリス




。 、 「 」 「 」の側面しか存在しない そのため 下図の リスク対応 中に示される リスクの最適化
との対応はありえない 「リスクの最適化」は、金融リスクマネジメントにおけるプラス。
側の側面も含まれるリスク論議を基礎としている。
Risk assessment Risk analysis
Risk evaluation










ものを日本リスク研究学会の池田元会長が加筆修正したものである 。 年の米国科学37 1983
研究評議会によるフレームワークの提示は、米国内で環境や健康に関する政策で前述のゼ
ロリスク論議を含む混乱が生じたため作成されたといわれる。その内容は、リスク現象の
First report on the harmonisation of38 Scientific Committees advising the European Commision，















































： ，（出典； ，EC First report on the harmonisation of risk assessment procedures Part 1



































、「 」 。スク問題を想定しているため 製品安全 で主体となる消費者と企業の関係が見えない
本稿で言う「製品安全」のためのリスクマネジメントの姿に関しては、さらに以降で掘り
下げて検討を行っていく。
2004 p.7039 亀井利明 『リスクマネジメント総論 ，同文舘， ，， 』
2004 pp.135-13640 亀井利明，上田和勇，亀井克之（ ，前掲書，）
2001 pp.41-5941 亀井（ ，前掲書，）
， ， ， ， ，42 Prakash A. Shimpi David Durbin David S. Laster Carolyn P. Helbling Daniel Helbling
Texere 2001 pp.15-16Integrating Corporate Risk Management， ， ，
2003 p.17643 後藤（ ，前掲書，）
2001 p.6344 南方哲也 『リスクマネジメントの理論と展開 ，晃洋書房， ，， 』













、「 」 「 」 、 「 」 「 」 。ロールには 回避 と 除去 が リスクファイナンスには 転嫁 と 保有 がある 40
なお、リスク処理の手段に関しては、 年代から経営学等の学者が様々な分類につ1920






、 。 、 、た上で 個々の手段を示している 学者による定義ではないが ガイド は4344 ISO/IEC 73











































































， “ ， ， ，47 Stanley Kaplan B.John Garrick On the quantitative definition of risk Vol.1， ” Risk Analysis
No.1 1981 pp.11-27， ，
Ibit. pp.11-2748 ，
Stephen L.Derby Ralph L. Keeney Risk analysis Understanding How safe is safe49 ， “ ： ‘，
























が 「安全」については言及はしていない 「安全」に関する論文には、 （ ）、 。48 Derby 1981
、「 」 「 」 。 、があり すなわち 許容可能なリスク の議論の中であった はacceptable risk Derby49
許容可能なリスクの決定には、技術的な側面だけではなく、政策的な側面と社会的な側面
が加わった３つの側面が問題を複雑化させていると述べている。 は、私たacceptable risk
。 、 、ちをハッピーにするリスク水準を必要としている訳ではない また 別の言い方をすると
、 。有用な最高の選択肢ではあるが 必ずしも有用性を目的とした選択肢ではないとしている
Risk50 Douglas MacLean Risk and consent Philosophical issues for centralized decisions，“ ： ”
Vol.2 No.2 1982 pp.59-67Analysis， ， ， ，




、「 」 。論じた上で どれだけ安全なら十分か との問いには単一の解がないことを示している
「どれだけ安全なら十分か」という問題には、その判断や決定によっては、多くの人に
影響が出る。そのため、政策的な意思決定としてのこの判断には、公共（一般市民）の同
意形成についての検討が必要である。 （ ）は、この意思決定に対する公共のMaclean 1982
（ ） 。 （ ）、同意 に対して３つのモデルを提示した 暗黙の同意consent implicit consent model50
仮定上の同意（ ）及び非同意（ ）であり、論理hypothethical consent model nonconsent model
的に考え得る条件を示し議論している。
リスク学の分野では、安全に対する絞り込みが人の健康や日常生活への悪影響の観点で
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1 Jan M. Döderlein Understanding Risk Management Vol.3 No.1 1983 pp.17-21，“ ”， ， ， ， ，Risk Analysis




（ ） 、「 、 、Döderlein 1983 は 優れたリスクマネジメントは 明確な目的に立脚したときのみ
最も重要な目的とは、生命の損失と環境のダメージを低減す達成可能である」とし、また「
。リスクマネジメントを用いる場合、どのような目的で実行することである」としている 1


































































































































。 、 、 、か 製品安全は 企業の努力だけによって達成できるものではなく 消費者の理解と協力
並びに行政府の法的基盤整備などの支援によって達成される。リスクマネジメントの効果






























（参考： ，林裕造，関沢純監訳『リスクコミュニケーション 前進National Research Council





























，林裕造，関沢純監訳『リスクコミュニケーション 前進への提6 National Research Council



































（ ） 。①製品が有する危険な特性 property や性質(characteristics)
固有に有しているものであったり、設計上のエラーによるもので




















； ( )による「危害の発生可能性とその程度との組リスク（Risk） ISO/IEC Guide 51 1999













、 、 ｛ ． ． ｝。な損害や 精神的な害については 直接的には考えない ２ ３ ５節
； 危害の発生可能性と結果（影響）の程度との組合せと危害リスク（Risk of Injury）
する｛３．２．２節 。｝
本稿では特に、この危害リスクの「不合理な危害リスク」と「合理的
















（ ． ） ｛ 、 ．コントロール 図１ ２参照 の流れを基本とする 第 章 序文 ３1
２．５節、３．３．２節 。｝
； リスクの処理手段の一つ。上記の亀井（ ）リスクコントロール（Risk Control） 2001
によるリスクマネジメントプロセス中に、リスクの「処理手段の選択」








。 、 、るものとする なぜなら 部分的に危害リスクを回避したからといって
全ての危害リスクをゼロにすることはできないからである。
； リスクが具体的に発生してしまった後の被害又は損害を対軽減（Risk Mitigation）
象とし その被害や損害の結果 影響 を小さくする意図で使用する 第、 （ ） ｛










る による学会誌である。具体的な研究対象は、環境、安全、The Society for Risk Analysis
健康に関するリスク、リスクの技術的、機械的及び理論的アプローチ、リスク認知の関係
で心理学や社会学的な研究である。学会誌は、 年に創刊され、本部をニューヨーク1981

























































European6 Alan Ching Biu Tse Factors affecting consumer perceptions on product safety， ”“ ，
Volume 33 Number 9/10 1999 pp. 911-925Journal of Marketing， ， ，
， “ ：7 Gene Rider Cheryl L. Wilson Small parts aspiration, Ingestion, choking in small children，
Findings of the small parts research project Vol.16 No.3 1996”， ， ， ，Risk Analysis
， ” ，8 Allan H. Smith Infant exposure assessment for breast milk dioxins and furans“ ，Risk Analysis



























“ ： ”9 F.Reed Johnson Economic costs of misinforming about risk The EDB scare and the media，
Vol.8 No.2 1988 pp.261-270Risk Analysis， ， ， ，
Jacques Lombard René Coulon Alain Despres An ALARA approach to the radiological control10 ， ， “
of foodstuffs following an accidental release Vol.8 No.2 1988 pp.283-290”， ， ， ， ，Risk Analysis
James K.Hammitt Risk perceptions and food choice An exploratory analysis of organic-11 ，“ ：
versus conventional-produce buyers Vol.10 No.3 1990 pp.367-374” ， ， ， ，Risk Analysis
“ ， ，12 Allan H. Smith Infant exposure assessment for breast milk dioxins and furans， ” Risk Analysis
Vol.7 No.3 1987， ，
M.F.Weegels M.P.van Veen Variation of Consumer Contact with Household Products A13 ， “ ：，
Preliminary Investigation Vol.21 No.3 2001”， ， ， ，Risk Analysis
Risk14 Mark P. van Veen A general model for exposure and uptake from consumer products， ”“ ，
Vol.16 No.3 1996 pp.331-338Analysis， ， ， ，
15 Donald MacGregor Paul Slovic Perceived acceptabilily of risk analysis as a decision-making， “，




について述べている 。 ( )原則を基礎として疫学的10 ALARA as low as reasonably achievable
及び経済的側面から食品担当者がどうリスクの程度を判断し、どのような対処方法を決定
するかについてであった。 （ ）は、一般消費者の食品に存在するリスクと実Hammitt 1990
際の購買との関係をアンケート調査し、健康に対する食品のリスクに対する認知について











と ( )によるものであり、自動車の安全に関する意思決定に対する消MacGregor Slovic 1986
費者側の理解に関するものであったあった 。フォード社による をイメージし15 1973pinto
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・ （ ；定型的な手法 安全性とトレードオフの関係にある経済cost-benefit analysis CBA）
、 。的価値を考慮した比較法のため 受容性が判断に含まれにくい
・ （ ；定型的な方法 安全性とトレードオフの関係にexpected value risk analysis EVRA）
ある経済的価値を考慮しない比較法である。
。・ ；非定型的な方法 産業の発展を基礎とした意思決定であるstandard practice method
compact car problem
改造した場合のコスト
製造業者は、１台 の車を 万台販売できると期待。A. $4250 40





事故の発生確率は、 ( )。C. 1/98000 0.0000102
EVRAD. 1/99000 0.0000101改造によって事故の発生確率は、 ( )













16 Timothy O Riordan Ray Kemp H. Michael Purdue On weighting gains and investments at’ ， ， “，
the margin of risk regulation Vol.7 No.3 1987”， ， ， ，Risk Analysis
Risk17 Gregory B.Rodgers Paul H.Rubin Cost-benefit analysis of all-terrain vehicles at CPSC， “ ，，
Vol.9 No.1 1989Analysis， ， ，
18 Jweeping Er Howard C. Kunreuther Isadore Rosenthal Utilizing third-party inspections for， ， “，
preventing major chemical accidents Vol.18 No.2 1989 pp.145-153， ， ， ， ，Risk Analysis






。 、 、５段階の評価調査を 人の学生に対して行った ３つの手法の選択と 理解できるか540
受容できるか、倫理的かなどの要素別に因子分析した結果、 ＞ ＞標準慣行のEVRA CBA
順であったが、普遍的なものはなく、リスク毎にその許容性が決定されていることも示さ
れた。





















20 Jan M. Döderlein op.cit. pp.17-21， ，



















。 、 、 （ ）、 （ ）える ( )は リスクの捉え方には 客観的 主観的Döderlein 1983 objective subjective









さらに、 ( )は、社会的リスクマネジメントすなわち公共のための意思決定Döderlein 1983
には、次の原則が働いているとしている。すなわち、平等原則（ ；リスequality principle
クの均等分散 、限界費用原則（ ；効果的なリスク投資 、公共への） ）marginal cost principle
knowlege principle principle of risk周知原則（ ；周知自身のリスクの判断 、自由意志原則（）
上田和勇は 「現代的リスクマネジメントの特徴と日本への示唆－オーストラリア・ニュ22 、





























， ，23 ISO/IEC Guide 73 2002Risk management - Vocabulary - Guidelines for use in standards
Geneva
24 AS/NZS 4360 1999 StanthfieldRisk management， ，
25 CAN/CSA-Q850-97 Canadian StandardsRisk management Guideline for decision-maker： ，
















、 、 、リスクアセスメントの初期段階で行うリスク分析 すなわち ハザードを特定し












。 、 、れなければならない 判定されたリスク基準は 科学的な根拠が明確なものであり
社会的なコンセンサスを得た根拠データを基礎とする。社会的なコンセンサスを得
るのは、必ずしも一企業の責務ではなく、業界や国等による規格や安全基準である






















































































































法第７条、第 条、第 条；安全基準（強制・任意）の公布、適合遵守管理13 16
不合理な危害リスクの除去又は低減を目的とした性能及び警告・取扱説明基準。


































法第 条、第５条、第 条；基準適合製品の流通のための管理15 83
事業者の監督、検査機関の監督、立入・事業者からの報告。
法第 条、第 条；改善命令の行使14 31
特定製品（指定された特に危険とみなされる製品）の事業者への改善命令










































また、表４．２は、 ( )によるリスク低減策の区分である。ここでも「任意」OECD 1983
と「強制」のように、遵守義務の有無による区分がなされており、企業によるリスク低減





























































































Starr③の 企業の行うリスクスクマネジメントの評価・監視 は ３ ４節に示される「 」 、 ．

















































































































。 、 、た 用いる前の場合とは すなわち特定の事故の再発防止を目的として原因を分析し
予防策を決定する安全対策である。リスクマネジメントを用いた場合とは、特定の事
故のみを想定するのではなく、可能性のある全ての事故の発生可能性を洗い出し、一












認し、定義した 「安全 「製品安全 「リスク 「ハザード 「危害 「危害リス。 」、 」、 」、 」、 」、


















。 ｛ ． ｝回避情報の提供プロセスが必要であることなどである ４ ３節
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ンの重要性論議へと変わってきた 。すなわち、情報の一方通行（ ）から情報の双2 one-way
方向性のある流れ（ ）へと変換されてきたのである。このような情報の双方向性two-way
への意識変換は、我が国においても指摘されており、通知、通達あるいはその変形である
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リスクコミュニケーションが義務付けられ、住民への情報の公開と住民からの意見の聴取に
ついての条項が設けられている。





















リスクコミュニケーションという用語は、上記の （ ）に示すような健康・安NRC 1989
全の分野だけの用語ではない。経営視点を含む国際的な標準化を目的としたリスクマネジ
メントの国際規格である ガイド においても、リスクコミュニケーションの用ISO/IEC 73
ISO/IEC Guide 73 2002 Geneva7 Risk Management – Vocabulary - Guidelines for use In standards， ，




い意味でのリスクマネジメントを対象としたオーストラリア規格 では 「双AS/NZS 4360 、
方向の対話を双方から努力することであり、情報の一方通行を意味しない ・・双方が意。
思決定の根拠やなぜそのような行動を行うかについての理解を確実にすること 」と示さ。
れる 。 ガイド も も、あらゆる組織におけるマネジメントシステ8 ISO/IEC 73 AS/NZS 4360
ムとしてのリスクマネジメントの導入に主たる視点がある。 ガイド は、具体ISO/IEC 73
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、 。 、そのため ある場合は単に理解したり了解するだけの場合も含まれうる 最も重要な点は
（ ）そのコミュニケーションの目的に合った対話 成功であったか失敗であったかは問わない
が形成されていることである。
13 2000 pp.64-65吉川肇子 『リスクとつきあう ，有斐閣， ，， 』
吉川肇子 「消費生活製品のリスク・コミュニケーション －特に警告表示の効果について14 ，





















」 、 「 」提供による製品安全プロセス を 一義的にこの吉川による リスクコミュニケーション
と等価なものとは考えず、論議を進めたい。






























。 、 、反応情報が企業側に返信されることを意図すると解される しかし 現実にありうるのは




















































とで取り扱おうとの目的で設立されたリスク分析学会（ ）によThe Society for Risk Analysis
る学会誌であり、 年に創刊している（２．２．３節参照 。1981 ）
“ ： ， ， ，17 Harold Issadore Sharlin EDB A case study in communicating risk Vol.6， ” Risk Analysis
No.1 1986 pp.61-68， ，
Science, Technology,18 Judith A. Bradbury The policy implications of differing concepts of risk，“ ”，
Vol.14 No.4 1989 pp.380-399& Human Values， ， ， ，
Roger E. Kasperson Six propositions on public participation and their relevance for risk19 ，“
communication Vol.6 No.3 1986 pp.275-281”， ， ， ， ，Risk Analysis





、 「 」 、本節では 特に関連する概念として示してきた リスクコミュニケーション について
先行研究を示す。
Risk確率論的リスク分析及び環境・健康関連のリスク研究の国際的な学会誌である
において、リスクコミュニケーションに関する最初の論文は、 ( )にAnalysis Sharlin 198616
よるものであり、米国環境保護庁が行った公共の新聞等による二臭化エチレンに対するリ
スクの受け止めに関するものであった 。また、 （ ）は、リスクコミュ二ケ17 Brandbury 1989
ーションとは、 年代におけるプラント建設や環境問題の際に 、すなわち一方1980 one-way
的に情報を提供する場合の認知性の観点で議論が始められたとしている 。18
リスク研究の分野では、当初政府などの公的な機関からのリスク情報の公表上の問題を
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ある 「リスク 「安全－ゼロリスク 「否定的（ ）－肯定的（ ）結果 、。 」、 」、 」negative positive
「集団のリスク－個人のリスク 「相対的なリスク－絶対的なリスク 「著しい」、 」、
（ ）－著しくない（ 」などである。論議の一例として、同論文sighnificant nonsighnificant）
には次が示されている。
英語の「 （リスク 」には、自動車事故（ ）のような具体的な事故を意図する場risk peril）
合と単に危険（ ）な状態を意図する意識できずらいものを意図する場合がある。まdanger









年には、警告音に対する慣れの問題を扱った （ ）による論文も報1986 Paté-Cornell 1986
告されている 。警告音の発生はその音が大きく明確なものでない場合は、なれてきてし21
まい、警告の意味をもたなくなることを数的な検証を伴って報告がされている。
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Vol.7 No.1 1995 pp.81-88向けた「表示」の検討 『日本リスク研究学会誌 ， ， ， ，」 』
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ガイドラインの作成や 、関係各機関・業界での指針の検討や改善がその一例である 。その2829 3031
































































































① 被害者としての直接的な消費者； ①-1 本来意図される使用者
①-2 本来意図されない者













































箱ブランコの底と地面との間に挟まれ幼児が死亡する事故が 年 月の神奈川県、37 2000 11
年 月の島根県などに発生。 年には国土交通省等による点検結果を受け、全国の2001 1 2001

















































































The Journal39 James Cristy A risk manager looks at curricular concepts in risk and insurance， ”” ，














Cristy 1962 riskント論の展開にさかのぼる は 保険とリスクの関係から リスク処理。 （ ） 、 、 （
treating Elimination Avoidance Accident）の方法論を分類し、除去（ 、回避（ 、事故予防（） ）





































The Journal of Risk40 Fikry S. Gahin A theory of pure risk management in the business firm， ”“ ，
Vol.34 No.1 1967 pp.121-129and Insurance， ， ， ，
， ， ， ，41 C.Arthur Williams Jr Richard M. Heins McGraw-HillRisk Management and Insurance
1971 pp.169-208，
The Journal of Risk and42 Fikry S. Gahin Review of the literature on risk management， ”“ ，




ール（ 」の表現でリスク処理手段の６つに分類している 。tool） 40
＝ｆ（ ， ， ， ， ， ）S A L D I R C
ただし、 ； 回避（ ）A Avoidance
； 損失予防（ ）L Loss Prevention
； 分散（ ）D Distribution
； 保険／転嫁（ ）I Insurance or transfer
； 保有（ ）R Reserving
； 結合（ ）C Combination
さらに、 は、 （ ）によるリスク処理ツール を展開し、回Gahin Williams and Heins 1971 41
（ ）、 （ ）、 （ ）、 （ ）、避 保有 損失予防 損失軽減Avoidance Retention Loss Prevention Loss reduction
損失の対象を結合（ ）／分散増加（ ）及び転嫁（ ）の６分類Combination increasing Transfer
についても 年に示している 。1972 42
以上のように、 年代当時のリスク処理手段の分類は、保険による財務的な手当て1960
と損害の事前防止策が混同される形で議論がなされていた。このように混同された分類の
考え方は、 （ ）においても採用されており、回避（ 、最ISO/IEC Guide 73 2002 Avoidance）



































防止 分散 結合 制限
回避 分離

















43 2001 pp.41-50亀井利明 『危機管理とリスクマネジメント（改訂増補版 ，同文舘， ，， ）』
44 Shimpi Prakash A. and Durbin David and Laster David S. and Helbling Carolyn P. and， ， ， ，
Helbling Daniel Texere 2001 p.16， ， ， ， ，Integrating Corporate Risk Management
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2003 pp.188-189，
46 2001 pp.91-110南方哲也 『リスクマネジメントの理論と展開 ，晃洋書房， ，， 』











契約（ 」を設けている 。この「移転・制限契約」中に、取扱説明contractual risk transfer） 45
書による免責が含まれるとある。
南方（ ）も、リスクコントロールとリスクファイナンスに大きく分類した後、リス2001






。この中の事後対策に「予防 「隔離 「緩衝」及び「代替」があり、警告などの方法47 」、 」、








リスクマネジメントに対する研究が開始され、 年の第 回全国大会で統一論題として1986 8
このテーマが採用された。主な研究テーマは、家計や家庭における保険契約のような経済的
な損失の最小化や管理に関するものが主体であり、必ずしも消費者の側からの製品安全を目
的としたリスクマネジメントがテーマではなかった ｛石名坂邦昭 『リスク・マネジメント。 ，












































、 「 」 。るために火自体を使わない調理方式を考えたりすることが この場合の 回避 にあたる
これらの「回避」は、代替材料のリスクがゼロであることを保証するものではなく、また
火以外の熱源によるやけどのリスクはゼロにはしてないからである。全ての危害リスクを





































































安全でない製品を買 → 購入の 回避
購入時の情報 ・カタログ等による製品情報 わせない情報
・販売店における情報提供 その消費者にとって
事前 より安全な製品を選 → 購入の 選択
対応 択させる情報
危険な使用をさせな → 使用の 回避
使用時の情報 ・警告表示（本体表示） い情報
・取扱説明の使用上の注意 危険でない使用を選 → 使用の 選択
択させる情報
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」 。 「 」 、リスク を基礎におくというものである 関連する概念である 不合理な危害リスク は




































































1 1983 p.24竹内昭夫 『企業と社会 岩波講座基本法学７－企業 ，岩波書店， ，， 』
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高巖， ，瀬尾隆史，久保田政一 『企業の社会的責任－求められる新たな経営3 Scott T. Davis ，
観 ，日本規格協会， ， 。また、清水（ ，同上書， にも社会的責任の表現』 ）2003 p.10 2004 p.59
が何らかの実体を伴って社会に定着しているようには見受けられないと示されている。










社会的責任（ ）という言葉が用いられ始めたのは、 年Corporate Social Responsibility 1930














5 1993内閣法制局法令用語研究会 『法律用語辞典 ，有斐閣，， 』
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（１ 「社会的責任」の「責任」とは）
































8 2004 pp.53-71清水克彦（ ，前掲書，）
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さらに 「義務」の中には 「作為義務」と「不作為義務」の側面がある。すなわち合、 、
法的な行為を積極的に行おうとする義務と、積極的に行ってはいけない行為を行わない義
務がある 。ここに 「義務」≒「責任」との模式図があることから、法的なものでない場7 、
合についても同様の「作為義務」と「不作為義務」の考え方をおいてみる。そうすると、
「 」 、 、社会的責任 には 何らかの社会規範のもと積極的にその責任を果たそうとする姿勢と
違反さえしなければいいとして何しない姿勢が存在することになる。
製造物責任を示す英語は、 であり 「責任」を示す を用いProduct Liability responsibility、
ていない。欧米では 「社会的責任」の「責任」を 「法的責任」の「責任」、 、responsibility






しかし、清水はさらに英語の には 「責務に対応し得る力量」との意味がresponsibility 、
あるとしている。上述の法律用語辞典議論では、日本語の「責任」にはその意味がない。
この点から、欧米での社会的責任議論と日本におけるもの間に 「社会と文化の違い（カ、
ルチャーギャップ 」が生じているとも指摘している 。） 9
10 1999 p.109宮坂純一 『ビジネス倫理学の展開 ，晃洋書房， ，， 』






と スチュアート原則 がその一つである そして ポジティブ・インパクト と ネ「 」 。 、「 」 「10
ガティブ・インパクト」の分類である 。11
表6.1 社会的責任の考え方










ちの財産のスチュアード 社 与えるもの。法令違反や社 ことを、行わない責務（不（





， “ ”， ，注． Freeman, R Liedtka, J., Corporate Social Responsibility Acritical Approach： Business Horizon
， ， ，翻訳及び解釈は次によった。宮坂純一 『ビジネス倫理学の展開 ，晃洋July-August 1991 p.92 ， 』
1999 p.109書房， ，
， ，『 』， ， ，高巖 等 企業の社会的責任－求められる新たな経営観 日本規格協会Scott T. Davis 2003
pp.17-18
内閣法制局法令用語研究会 法律用語辞典 有斐閣 金子宏 新堂幸司 平井宜雄 法，『 』， ， 、 ， ， ，『1993
律学小辞典 新版 ， などから作成』 1994
「チャリティ原則」には、他者に慈善を施す意図が、そして「スチュアート原則」には
社会の一員としての紳士的な位置づけがくみ取られる 「ポジティブ・インパクト」は、。
高巖 「ＣＳＲと日本企業の課題( ) 日本の進むべき方向 『標準化と品質管理 ， ，12 2 Vol.57， 」， 』




























































， “ ，13 Michel E. Porter Mark R. Kramer The Competitive Advantage of Corporate Philanthropy， ”
， ， （沢崎冬日Harvard Business Review Harvard Business School Publishing Corporation 2002.12，
訳 「競争優位のフィナンソロフィー 『ダイヤモンド・ハーバード・ビジネス・レビュ， 」，
Harvardー』， ）、 ， ， ，“ ”，2003.3 Carol L.Cone Mark A. Feldman Alison T.DaSiva Causes and Effects
， ， （森百合子訳 「ブラBusiness Review Harvard Business School Publishing Corporation 2003.7 ，
ンドと社会貢献の良循環 『ダイヤモンド・ハーバード・ビジネス・レビュー ， ）」， 』 2003.10
などから
， ， ， （現代経営研究会訳 『現代の経14 Drucker, P. t Harper 1954The Practice of Managemen ，
営 ，自由国民社， ）』 1957
森本三男 『企業社会責任の経営学的研究 ，白桃書房， ， （本文中では、細15 1994 pp.22-28， 』 ，









コーズマーケティングが着目されているが 、ドラッカー（ ）は経営目標は企業の存13 1954










































( )、宮坂純一 『ビジネス倫理学の展開 ，晃洋書房， ， などから作成Caux Round Table 1994 1999 p.193， 』
国民生活審議会消費者政策部会自主行動基準検討委員会 『消費者に信頼される事業者と16 ，
,2002なるために－自主行動基準の指針－』































































消費者には、どのような権利があるのか。 年 月米国ジョン・Ｆ・ケネディ大統1962 3
領による「消費者特別教書」において、消費者には、安全を求める権利、選択する権利、
知らされる権利及び意見反映の権利があることが宣言された。日本においても消費者の権








































































































































21 1990 http://欧州を中心とするグリーン調達は、 年代後半から日本でも注目され、東京電力(
www.tepco.co.jp/procure /green/green-j.html http://www.toshiba.co.jp/env/jp/products/green)、東芝(




「 が 調達を本格化。利益拡大の調達につなげる 『日経エコロジー 年 月22 TDK CSR 2004 6」
http://www.toray.co.jp/koubai/policy.html http://www.号 日経ＢＰ書店 また 東レ( ) 三菱樹脂(』 、 、 、
）などの各社のホームページでもＣＳＲ調達指針を見ることができる。mpi.co.jp/purchase/
Academy of23 Archie B. Caroll A three-dimensional conceptual model of corporate performance，“ ”，
Vol.4 No.4 1979 pp.497-505Management Review， ， ， ，
24 Craig R. Carter Rahul Kale Curtis M. Grimm Environmental purchasing and firm performance， ， ，“
an empirical investigation E36 2000 pp. 219-228： ， ， ， ，” Transportation Research
Journal of25 Geoffrey P. Lantos The boundaries of strategic corporate social responsibility， ”“ ，
， ， ， ， ，さらに ( )， ，Consumer Marketing Vol.18 No.7 2001 pp.595-630 Porter and Kramer 2002 op.cit
( )， ，などがあり、フィナンソロフィー等の社会的責Cone and Feldman and DaSiva 2003 op.cit.
任活動を企業の戦略に直結した活動として位置づける方向性が示されている。

















27 Robert D. Klassen Curtis P. McLaughlin The impact of environmental management on firm， “，
performance Vol.42 No.8 1996 pp.1199-1214”， ， ， ， ，Management Science
28 S. V. Walton R. B. Handfield S. A. Melnyk The green supply chain integrating suppliers， ， “ ：，
International Journal of Purchasing and Materialsinto environmental management processes”，
Vol.34 No.2 1998 pp.2-11Management， ， ， ，
Recommendation of the council on improving the environmental performance of public29 OECD，
C 2002 3 2002 Parisprocurement， ( ) ， ，
30 Lin Li Ken Geiser Environmentally responsible public procurement ERPP and its， “ ( )，
( ) ， ， ， ，implications for integrated product policy IPP No.13 2005” Journal of Cleaner Production
pp.705-715
“ ， ，31 Benita M. Beamon Designing the green supply chain， ” Logistic Information Management
Vol.12 No.4 1999 pp.332-342， ， ，
32 EU Council Directive 2002/95/EC the Restriction of the use of certain Hazardous Substances in，“






る購買活動が環境配慮に重要な役割を果たすとした 。ＯＥＣＤ や環境マネジメントシ28 29
ステムの シリーズなどの論議が後押しする形で、公共機関が率先して環境に配ISO 01400
慮した調達を開始する中 、企業側も包装材料のゴミの問題やリサイクルに配慮した調達30





















































製品安全 ・ISO 9001 品質保証システム品質管理、リスクアセスメント、安（ ）



























































事故（ 危害」の表現を用いている 、及び被害は生じていないがそのおそれがある事例「 ）









越山健彦 “製品安全のためのリスクコミュニケーション ，日本リスク研究学会第 回35 16， ”














（ ～ ； ）2002.4 2003.3 n=304
図6.8 社告情報からのリコール原因分類











































Ｋ化学（株）製の香料 ２０７ 社 １，６３３ 銘柄
Ａ化学工業（株）の硬化油 １７９ 社 ３６６ 銘柄
Ｆフレーバー（株）の香料 ３６ 社 １２１ 銘柄
Ｆ（株）の印字装置 〇 １６ 社 ７９ 銘柄
Ａ薬品（株）の原料 〇 ６７ 社 １１５ 銘柄
（株）Ｎの油 〇 ６ 社 ５０ 銘柄







（ ） 、食品衛生法で認められていない物質を香料 ヒマシ油 に使用したとして
営業禁止命令と回収命令を受けたもの。最終的には、この香料を使用した食
品企業 社 銘柄が製品回収を余儀なくされた 。207 1633 36
他にも、同物質を食品硬化油に用いたケースで 社 銘柄が回収の対179 366







下流企業に影響がでたもの。印字装置の欠陥によって、納品先の 社 銘16 79
柄のリコールのケースがある。他に、食品材料によるもので 社 銘柄へ6 50


































森本は、 の表現が初めて使用されたのは 年代という｛森本三男37 social responsibility 1920
（ ，前掲書， 。また，竹内は， 年代初頭の大恐慌後の米国が最初であると1994 pp.5-8 1930） ｝























、 （ ） 、昨今の社会的責任論議は ＳＲＩ ：社会的責任投資 やSocial Responsible Investment
新しいＩＳＯマネジメントシステム論議へと波及し続けており、その方向性は誰も予想で

















ISO/IEC Guide 51 International38 ， ，Guidelines for the inclusion of safety aspects in standards















図6.9 事前安全情報の優先順位（ISO/IEC Guide 51から）
しかし、この優先順位については、明確に法律等で定められているものではない。本来
であれば、徹底的に本質安全設計によって危害リスクを限りなくゼロに近づける努力が望

































(1) 相 (1) 相
(2) 定格電圧 (2) 定格電圧
(3) 定格消費電力 (3) 定格消費電力（振動器・電熱装置）
(4) 定格時間 (4) 定格時間
(5) 定格周波数
(5) 用途（水中用、屋外用、屋内用、乾 (6) 用途（屋内用）
燥環境用）
(6) 電気接着部の使用温度




















































自主基準」がある。 年 月 日に改正された日本化粧品工業連合会が定める「化1977 12 22
粧品の使用上の注意事項の表示自主基準」には、皮膚に適用する化粧品について、下記の
ような注意事項を表示するものとされ、この基準は、 年 月 日薬発第 号をもっ1978 1 5 2
て厚生省薬務局長から、これに添って指導するよう各都道府県知事宛に通知がなされてい
る。
























































































39 ISO/IEC Guide 14 International Organization， ，Guidelines for product information for consumers
， ， （ 『消費者のための製品情報に関する指針 ，日for Standardization 1977 Geneva JIS S0114 』
本工業標準調査会， ）2000
， ，40 ISO/IEC Guide 37 Guidelines for instructions for use of products of consumer interest
， ， （ 『消費生活用製品の取International Organization for Standardization 1995 Geneva JIS S0137










































































































厚生省医薬安全局長 「医薬発第 号各都道府県知事あて通知 医薬品等の回収につい41 237，



































































































































































禁止される食品及び添加物 、第７条（無害の確証がない食品等の販売の禁止 、第８条） ）
茨城県による違反香料使用業者への回収命令｛厚生労働省医薬局食品保健部監視安全課長，40
『食監第 号 指定外添加物を含む製剤に係る食品等の取扱いについて ，厚生労働0603001 』
省， 、福岡市によるアレルギー物質使用業者への回収命令｛厚生労働省医薬食品局食2002｝
品安全部監視安全課長 『食監第 号 アレルギー物質に係る表示基準義務違反の食， 0711001












国に届け出をする義務がある。自動車のリコール制度は、 年に発足し、 年にリ1969 1995
、 。コールの勧告制度及び罰則が適用され 年の改正時にはリコール命令が追加された1992


























































Recall Handbook - A guide for manufacturers, importers,41 Consumer Product Safety Commission，
distributors and retailers on reporting under section 15 and 37 of the Consumer Product Safety Act
and Section 102 of the Child Safety Protection Act and preparing for, initiation and implementing
Maryland 1999product safety recalls， ，
， ， ，42 Department of Trade and Industry Confederation of British Industry British Retail Consortium

















英国においては、消費者保護法（ ）の第Ⅰ部においてThe Consumer Protection Act 1987
製造・供給業者上の責任が明確に示されていり、供給・販売の禁止通告や没収命令
（ ）が認められている。しかし、リコールを含めた実際の法の執行は、地Forfeiture Order




( ) リコールであるというメッセージ； ”1 Warning - Important Safety Notice“
(2) 製品名
43 EU Council Directive 2001/95/EC 2002 op.cit.（ ，）
44 Product Safety Enforcement Forum of Europe Union of Industrial and Employers Confederations，
of Europe The Retail, Wholesale and International Trade Representation to the EU European， ，
， ，Consumers' Organisation Product Safety in Europe A Guide to corrective action including recalls：







． ． 、 、２ ３ １節でも示したが 欧州においてはＥＵ域内における全ての製品を対象として
危険製品の流通制限及び禁止を目的としたに関する統一ルールとしての一般製品安全指令
（ ）がある 。この指令の中には、ＥＵ域内における危険製品情報、すなわちリコー2001 43








( ) 危険性（ ）の詳細4 safety risk or potential safety risk
(5) 是正措置の方法、並びに換金又は回収かについて








45 2001食品産業センター 『消費者に安全な食品を提供するための提言 ，， 』
東京商工会議所 『企業を危機から守るクライシスコミュニケーション ケース別チェッ46 ，
2000 p.36クリストによる実践対応 ， ，』
製品安全研究会 『消費生活用製品のリコールハンドブック 経済産業省消費経済部製品47 ，
2002 pp.29-32安全課編 ，製品安全協会， ，』








































































































どあるのであろうか。 年度に発生した社告 件をその実施理由から集計したもの2003 256
が表６．１０である 。49






































































安全に関係のない不具合 31 配合等の材料不備（食以外） 17
機能不具合 14
その他 8 表示問題（ブランド、バーコード等） 8
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49事例１ 医薬用漢方薬訴訟１
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51事例３ 学校用食器コレール訴訟
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52事例４ ＢＭＷエアバック訴訟
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53事例５ 手術用麻酔器とチューブの適応性訴訟












に 万円及び 万円の支払いを命じた。2,591 2,471
情報提供上の観点から
本件は、アマコ社による手術用麻酔器とタイコ社のチューブの接続時に発生する不具合
JIST7201（ ） 。 、 （閉塞 によるものであった 製品自身の設計上の欠陥性に関しては ＪＩＳ規格
：麻酔器； ）への適性などから、両器具共に設計上の欠陥は認められなかった。表示1990
上の欠陥性に関しては、同様の危険性が事前に指摘されていたことから、アマコ社の麻酔
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54事例６ 立体駐車場訴訟















本件の駐車場の取扱説明書には 「安全上のご注意」として 「死亡または重大な人身、 、






ろんでけがをする恐れがあります 」等の表示がされていた。地上階棟内設備には 「各。 、
種光電センサ 車の安全な入庫を確保するためのセンサです 」の表示の下に「 １）車。 （
はみ出し検知センサ 車の前部又は後部がパレットからはみ出している場合に検知しま
す （２）半ドア検知センサ 搬器昇降時に車の半ドアを検知し、半ドアの場合、装置を。
停止させます （３）車検知センサ パレット上に車があることを検知します （人間や。 。
- 250 -
障害物も同様 （４）パレット検知センサ ターンテーブル上にパレットが載っているこ）
とを検知します （５）車高さ検知センサ 高さ制限を超えた車を検知します 」の記載。 。
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55事例７ 医薬用漢方薬訴訟２











していなかったとの理由で、不法行為上の責任を認め、原告に 万円及び 万円1,637 1,715
の賠償の支払いを命じた。
情報提供上の観点から
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56事例８ たばこの販売差し止め訴訟１
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57事例９ エステティックサロン訴訟
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58事例１０ 化粧品による皮膚障害訴訟
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59事例１１ たばこの販売差し止め訴訟２
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60事例１２ たばこの販売差し止め訴訟３




、 （ ） 、 、の原告が 被告である日本たばこ産業 株 に対して 憲法１３条に規定されている生命
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61事例１３ 愛知筋短縮症訴訟















販売業者及び当該医師に対し、原告らに一人 万円から 万円の賠償金の支払いを命550 770




























































































。 ． 。 。 、例研究した その結果が表６ １２である 被害者はいずれも一般消費者である しかし
原告は、消費者である被害者自身又はその保護者や相続人であるが、事例６は被害者に対
表6.12 訴訟事例研究（総括）
事例 判決 情報の流れ 情報の責任 情報の構成 情報の種類 リスクの
低減性
事例１ 医薬用漢 賠償 薬品会社→医師 社会的責任 リスク情報のみ 購入・使用 ○
方薬訴訟１ →消費者 患者 情報 時の情報（ ）
事例２ 骨折治療 棄却 輸入販売会社→ 社会的責任 リスク情報＋危険回 使用時の情 ◎
用プレート訴訟 医師→消費者 患 情報 避のための行動指示 報（
者） 情報が適正
事例３ 学校洋食 賠償 食器会社→学校 法的＋社会 リスク情報＋危険回 購入時の情 ○
器コレール訴訟 →消費者 生徒 的責任情報 避のための行動指示 報（ ）
情報の両方が不十分
事例４ BMWエア 棄却 自動車会社→消 社会的責任 （参考情報） － －
バッグ訴訟 費者 情報
事例５ 手術用麻 賠償 製造輸入会社→ 社会的責任 リスク情報＋危険回 使用時の情 ○
酔器とチューブの 医師 情報 避のための行動指示 報
適応性訴訟 情報の両方が不十分
事例６ 立体駐車 賠償 製造会社→カラ 社会的責任 なし 購入時の情 ○
場訴訟 オケ店 情報 報
事例７ 医薬用漢 賠償 薬品会社→医師 社会的責任 リスク情報のみ 購入・使用 ○
方薬訴訟２ →消費者 患者 情報 時の情報（ ）
事例８ たばこの 棄却 販売会社→消費 法的責任情 リスク情報＋危険回 使用上の注 ◎
販売差止訴訟１ 者 報 避のための行動指示 意
情報の両方が適正
事例９ エステテ 賠償 エステサロン→ 社会的責任 なし 購入・緊急 ○
ィックサロン訴訟 消費者 情報 時の情報
事例10 化粧品に 棄却 製造販売会社→ 法的＋社会 リスク情報＋危険回 購入・使用 ◎
よる皮膚障害訴訟 消費者 的責任情報 避のための行動指示 時の情報
情報の両方が適正
事例11 たばこの 棄却 販売会社→消費 法的責任情 リスク情報＋危険回 使用上の注 ○
販売差止訴訟２ 者 報 避のための行動指示 意
情報の両方が適正
事例12 たばこの 棄却 販売会社→消費 法的責任情 リスク情報＋危険回 使用上の注 ○
販売差止訴訟３ 者 報 避のための行動指示 意
情報の両方が適正
事例13 愛知筋短 賠償 薬品会社→医師 社会的責任 危険回避のための行 使用・緊急 ×
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